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研究成果の概要（和文）：結核を中心に見た場合、戦前の官軍民協力が、戦後は官・米軍・民協

力の形で継続しており、科学技術分野における大戦をはさんで継続した活動の典型例となって

いることを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：The cooperation of government, military and civil sectors survived 
after W.W.2 in the field of TB research in Japan. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

2008年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

2009年度 900,000 270,000 1,170,000 

年度    

  年度    

総 計 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

 
 
研究分野：科学史 
科研費の分科・細目：科学技術史 
キーワード：軍事研究、研究動員、官軍民共同体、結核、軍事医学、予防医学 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）常石は 1970 年代から旧日本軍の生物

化学兵器の研究開発の歴史を研究してきた。

1990 年代に入るとともに、研究対象を軍部

から、軍事研究を支える存在としてのアカデ

ミズムおよび産業界へと広げていった。その

結果、戦時下であっても比較的情報が公開さ

れていた、アカデミズムおよび産業界での研

究開発の国際的水準の比較が可能となった。

そこで世界的な科学技術の流れの中に日本

の軍事転用可能な科学技術を位置づけ、客観

化する作業を開始した。 
 その一環として 2004 年度-2007 年度の科

学研究費 基盤研究（C）による研究として

｢旧日本軍の科学技術研究の構造とその国際

的水準についての実証的研究｣を行った。こ

の研究は、これまでに行ってきた日本国内の

科学技術の研究開発の歴史についての研究

成果を踏まえ、その国際的な位置付けをしよ

うとするものである。これまでの研究で、そ

うした国際比較においては情報を軸に対比

することの有効性と必要性を認識し、本研究

課題の申請となった。ここで言う情報は、秘

密情報ではなく、公開情報である。 
 そうした延長線上で、15年戦争期(1931年

-1945 年)における日本の科学技術の研究開

発体制の官軍民協力のありようを明らかに

したいと考えた。 
 
（２）資料的には、1945 年までの戦時下の

科学技術研究の歴史的研究および資料発掘

は 1990 年代に入って世界的にも急速に進ん

でいる。これは 1995年が第 2次大戦から 50
年という節目の年であったことも研究者の
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関心を高め、そのことが内外での資料収集に

弾みをつけた。 
 2006 年になり米国議会図書館の書庫に未

整理の戦前期日本の資料が存在していると

いう連絡があり、この資料の分類、分析が必

要であると考えた。 
  
２．研究の目的 
（１）戦時下日本における科学技術開発にお

ける、官界・軍・民間の協力あるいは相互関

係を明らかにすること。またどのような政策

(官)のもとでどのように軍←／→民の協力が

なされたかを具体的に明らかにする。 
 より詳細には、戦時下の科学情報の流れの

実態を把握し、戦時下における科学研究のイ

ンフラストラクチャーを科学研究者の立場

から明らかにすることである。より具体的に

述べれば、1930年から1950年くらい間での、

科学の前線配置(日本と世界)をにらみ、戦時

中の科学情報の流れがどうなっていたか、そ

れが日本の科学の研究にどのような影響を

与えていたかを明らかにすることを目的と

する。これは戦争が科学研究にどう影響する

か、科学情報の流れを通じて明らかにしよう

という研究である。こうした研究にとって、

日本を主たる研究対象として遂行すること

は、日本が島国で、さらに科学の最先端に位

置していたわけではないことが、有利な条件

となっていると考えた。 

 
（２）日本の高度成長を支えた科学技術の歴

史の起源をたどるための聞き取り調査の多

くで、インタビュイイーは戦前期の遺産を指

摘した。そうした経験を踏まえ、戦前の科学

技術の研究開発のうちのどの部分が戦後、正

の遺産として機能したかを明らかにするこ

とを期待した。その流れを外形的に追うので

はなく、シーズ・インキューベイションにま

で目配りをして、戦前・戦中・戦後の経緯を

明らかにすることを考えた。 
 
３．研究の方法 
（１）1930年代の世界の科学・技術の前線配

置を押さえることが先決だが、中心は生物兵

器および化学兵器さらには通常兵器、に関連

する医学、化学、および光学器械・航空機・

工作機械などの精密機械工学となる。方法と

してはノーベル賞や学会賞などの受賞研究

の調査、特許取得状況の把握、博物館の展示

物や理工系の高等教育のカリキュラムの把

握などが中心となった。 

 1930年代から 1940年代の日本の医学、化

学、精密機械工学における研究状況・水準、

すなわち前線配置を明らかにする。方法とし

ては、文献の分析、特許および戦時中の秘密

特許の分析、理工系のカリキュラムの変遷、

それに文化勲章その他の受賞業績や授与理

由の分析が中心となった。 

 次いで、賞をえた研究者の回想録を私家版

も含め収集・分析した。それによってどのよ

うなきっかけで重要な研究を開始したかを

明らかにした。その際彼らの留学先やその後

の交流なども重要な要因であることが明ら

かとなった。 

 

（２）前線配置の把握後は、世界の前線配置

と日本のそれとを比較することで、情報の流

れの方向(外国→日本、日本→外国)を示す文

献、すなわち学術雑誌、一般向け雑誌、外交

文書などを絞り込むことが可能となった。 

 内外の文献の収集に関しては、米国の議会

図書館が保管している未整理の文献の腑分

けが大きな部分を占めた。 

 

４．研究成果 

（１）2007年度、米国国立公文書館および米

国議会図書館、英国図書館、科学博物館それ

に帝国戦争博物館(いずれもロンドン)にお

いて資料調査および収集を行った。 

国内では、国会図書館その他で研究分担者

の田中美和氏が精力的に工作機械・金型関係

の資料収集を行った。その結果、田中氏の分

担は本年度で終了した。 

 

（ ２ ） 米国 国立公 文書 館 ではＩＷＧ

（Interagency Working Group）が 2006年度

末に作成した日本軍の資料目録に収集され

ている資料の再確認を行った。また、米国議

会図書館においてはＩＷＧ資料からもれて

いるものの調査を行った。ＩＷＧが整理した

資料は、大部分が生物兵器開発関係の資料で

あり、それ以外の化学兵器や物理学関係のも

のは少ない。議会図書館にも日本軍の生物兵

器関係の資料もあるが、むしろ化学兵器や物

理学関係の資料に重要なものが多いと判断

できた。 

 

（３）英国図書館においてペニシリン関係の

資料調査を行い、ロンドンの科学博物館およ

び戦争博物館(ロンドン)において第 2次世界

大戦中の英国とドイツの科学技術関係資料

の調査を実施した。たまたま戦争博物館では

大 2次大戦中の子供たちの生活について展示

を行っていたが、戦争当時の子供用の毒ガス

マスクや毒ガスに注意を促すポースターな

どが展示されていた。当時、毒ガスへの備え

は日本でも啓蒙書などで積極的に説かれた

が、第 1次世界大戦で実際に経験したためか、

英国のほうがより徹底していたように考え

られた。 

 

（４）第 2次世界大戦中の日本および欧米各

国の科学技術の研究開発を調べ、分析を続け

てきたひとつの成果として、(軍事)研究を円



 

 

滑に進める上で｢情報操作(世論作り)｣とい

う観点のいっそうの重要性に気付かされた。

その一端を｢科学技術と戦争｣(｢科学｣77 巻 8

号、2007年)として発表した。 

 

（５）また 2008 年度において新たに、日本

における官軍民協力による戦前・戦中・戦後

にわたる科学技術研究の典型として結核制

圧の実態解明に取り組んだ。具体的には、戦

前・戦中においては学術振興会第 8 小委員会

編成に見られるように、官(厚生省)・軍(陸

軍)・学(結核予防会)が一体となった体制が

作られた。また戦後の占領期においては、陸

軍の役割を占領軍が果たした結果として、

1951 年の結核予防法成立を導いた体制の分

析･解明を開始し、09 年度も引き続きこの問

題に取組んだ。 

 各国の結核制圧の歴史を調べるために、英

国、ロンドンの医学史博物館である Wellcome 

Collection および Hunterian Museum および

フランス、パリのパスツール研究所において

調査を行った。 

 またこの年は東京裁判から 60 年というこ

とで、ウエッブ裁判長の母国オーストラリア

で国際会議、The 60th Anniversary of the 

Judgment in the Tokyo War Crimes Trial: 

Lessons for the Future of International 

Law(Nov. 10-12, Melbourne Law School, The 

University of Melbourne)が開催され、そこ

で招請講演、Unit 731 and the Failure to 

Prosecute、を行った。この講演は上記、公

衆衛生学を中心とした医学における、日本陸

軍と占領軍とのつながりを解明する糸口と

なるものと考えている。またこの会議では、

国際法の専門家との議論を通じて、あらため

て戦争犯罪の戦前・戦中・戦後を、より幅広

く、かつ深く考えることができた。 

 

（６）本申請研究の最終年度である 2009 年

度には Suhrkamp Taschenbuch Wissenschaft

の一巻として Birgit Griesecke 氏の編集に

よる論文集である Kulturgeschichte des 

Menschenversuchs im 20. Jahrhundert に、

戦時研究を歴史的に分析するときに陥りや

すい誤りと、その回避の具体的方策を述べた

論 考 、 Die von der japanischen Armee 

duruchgefuehrten Menschenvershuche 

(1932-1945)、を発表することができた。 

また第 23 回国際科学史会議(ブダペスト、

7月‐8月)において講演、US shopping list 

of human experimentation data presented by 

former Japanese B.W. units, Ishii 

Organization、を行った。 

 

（７）2009年度のより重要な成果は本研究課

題の副題は｢官軍民協力の実態とその遺産｣

に関してのものだ。副題は、時間軸としては

1945 年で終わるものではなく、1950 年代ま

での広がりを意味していた。その観点からは、

2009年 5月に UCLAで開催された日本学術振

興会サンフランシスコセンターと UCLA と

の合同ワークショップ、Dis/continuities: 

Nation-State Formation in Japan with 

Science, Technology, and Medicine during 

Imperialism, War, Occupation, and Peace, 

1932-1962、において招請講演、TB research 

in the Japanese Imperial Army、を行った

ことは重要な契機となった。 
 その講演をきっかけに、日本における科学

技術の成果の還元、結核の場合は予防接種で

ある BCGの接種のありようが、強制であり、

さらに医療現場では、患者の隔離を含む 1942

年の｢結核対策閣議決定要綱｣、1948 年の｢予

防接種法｣(受けないと罰則あり)および、国

会での厳しい議論を経ての 1951年の｢(改定)

結核予防法｣といった立法による｢強制｣の流

れがあった。その強制｢力｣を支えていたのは、

1945年以前は日本軍(特に陸軍)であり、戦後、

日本軍が解体された後は占領軍(米軍)だっ

た。 

 1945 年までの日本における結核研究およ

び結核制圧活動は、まさに官軍民が一体とな

って推進したものであったことを明らかに

した。この体制は、戦後の占領期には｢軍｣が

｢占領軍｣に代わり、継続していたことを示す

証拠の収集を 09 年度においては精力的に進

めた。それに続く研究を通じ、日本における

戦後の科学技術研究体制が、戦前の体制を引

き継いでいる分野と、一新された分野とがあ

るが、引き継いでいる分野の研究・分析の必

要性を痛感した。そうした方向の研究として

10 年度から、｢国家プロジェクト科学と立法

化――結核と地震研究｣に着手した。この研

究では、科学技術の研究成果の社会への還元

を、科学技術の知見に基く立法を手がかりに、

その功罪を明らかにしようとするものであ

る。 
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